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合算ベースの収支と協会決算との相違（元年度医療分）
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合算ベース：協会会計と国の特別会計との合算



注）端数整理のため、計数が整合しない場合がある。また、数値については今後の国の決算の状況により変動し得る。

（単位：億円）

協会けんぽ（医療分）の元年度決算見込み

30年度 元年度

決算 （前年度比） 決算見込み （前年度比）

収

入

保険料収入 91,429 （+3,455） 95,939 （+4,510）

＜伸び率＞ ＜3.9％＞ ＜4.9％＞

国庫補助等 11,850 （+507） 12,113           （+263）

その他 182 （+15） 645 （+462）

計 103,461 （+3,977） 108,697 （+5,235）

＜伸び率＞ ＜4.0％＞ ＜5.1％＞

支

出

保険給付費 60,016 （+1,899） 63,668 （+3,653）

＜伸び率＞ ＜3.3％＞ ＜6.1％＞

[医療給付費] [54,433] (+1,781) [57,693] (+3,260)

[現金給付費] [5,583] （+118） [5,975] （+393）

拠出金等 34,992 （+79） 36,246 （+1,254）

＜伸び率＞ ＜0.2％＞ ＜3.6％＞

[前期高齢者納付金] [15,268] （▲227） [15,246] （▲22）

[後期高齢者支援金] [19,516] （+1,164） [20,999] （+1,483）

[退職者給付拠出金] [208] （▲858） [2] （▲206）

その他 2,505 （+537） 3,383 （+878）

計 97,513 （+2,515） 103,298 （+5,785）

＜伸び率＞ ＜2.6％＞ ＜5.9％＞

単 年 度 収 支 差 5,948 （+1,462） 5,399 （▲550）

準 備 金 残 高 28,521 （+5,948） 33,920 （+5,399）

保 険 料 率 10.00% （±0.0％） 10.00% （±0.0％）

収入は 10 兆 8,697億円

⇒被保険者の人数や賃金の増加により保険
料収入が増加。 前年度比は5,235億円の
増加（+5.1%）となった。

支出は 10兆 3,298億円

⇒加入者の増加等により保険給付費が増加。

加えて高齢者医療にかかる拠出金等も増加し

前年度比は5,785億円の増加（＋5.9%）と

なった。

ポイント

単年度収支差は5,399億円

⇒前年度比は550億円の減少となった。

（協会会計と国の特別会計との合算ベース）
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（協会会計と国の特別会計との合算ベース）

(単位：億円)

決算の推移
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主要計数の推移

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

被 保 険 者 数 (万人)

1,981.0 1,962.4 1,967.7 1,969.9 1,986.1 2,021.3 2,071.2 2,136.7 2,212.3 2,299.7 2,361.0 2,464.6

(＋0.9% ) (▲0.9% ) (＋0.3% ) (＋0.1% ) (＋0.8% ) (＋1.8% ) (＋2.5% ) (＋3.2% ) (＋3.5% ) (＋3.9% ) (＋2.7% ) (＋4.4% )

平均標準報酬月額
（円）

285,156 280,149 276,217 275,307 275,295 276,161 277,911 280,327 283,351 285,059 288,475 290,592

＜被保険者１人当たり＞ (＋0.1% ) (▲1.8% ) (▲1.4% ) (▲0.3% ) (＋0.0% ) (＋0.3% ) (＋0.6% ) (＋0.9% ) (＋1.1% ) (＋0.6% ) (＋1.2% ) (0.7% )

加 入 者 数 (万人)

3,502.1 3,480.7 3,489.6 3,487.3 3,499.3 3,540.8 3,601.5 3,680.9 3,764.2 3,859.7 3,919.7 4,025.6

(＋0.3% ) (▲0.6% ) (＋0.3% ) (▲0.1% ) (＋0.3% ) (＋1.2% ) (＋1.7% ) (＋2.2% ) (＋2.3% ) (＋2.5% ) (＋1.6% ) (＋2.7% )

扶 養 率
0.768 0.774 0.773 0.770 0.762 0.752 0.739 0.723 0.702 0.678 0.660 0.633

(▲0.010 ) (＋0.006 ) (▲0.001 ) (▲0.003 ) (▲0.008 ) (▲0.010 ) (▲0.013 ) (▲0.016 ) (▲0.021 ) (▲0.024 ) (▲0.018 ) (▲0.027 )

１人当たり保険給付費
（円）

123,794 127,826 132,044 134,705 136,513 138,279 140,830 146,549 148,064 150,544 153,091 158,136

＜加入者１人当たり＞ (＋1.3% ) (＋3.3% ) (＋3.3% ) (＋2.0% ) (＋1.3% ) (＋1.3% ) (＋1.8% ) (＋4.1% ) (＋1.0% ) (＋1.7% ) (＋1.7% ) (＋3.3% )

［１人当たり医療給付
費］

（円）

110,087 113,191 117,189 119,988 122,269 124,331 126,827 132,429 133,857 136,389 138,851 143,295

(＋2.8% ) (＋2.8% ) (＋3.5% ) (＋2.4% ) (＋1.9% ) (＋1.7% ) (＋2.0% ) (＋4.4% ) (＋1.1% ) (＋1.9% ) (＋1.8% ) (＋3.2% )

(  ）内は前年度対比の伸び率、扶養率は前年対比の増減。20年度は老人保健法による医療の対象者について除いて算出している。
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拠出金等の推移

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度(※)

拠 出 金 等 （億円）

29,016 28,773 28,283 29,752 32,780 34,886 34,854 34,172 33,678 34,913 34,992 36,142

(+276) (▲243) (▲490) (+1,469) (+3,028) (+2,106) (▲32) (▲682) (▲494) (+1,235) (+79) (+1,150)

概 算 納 付 分 （億円）

27,909 28,478 28,558 29,726 32,027 34,054 35,163 35,083 34,839 34,777 35,141 36,551

(+545) (+568) (+81) (+1,167) (+2,301) (+2,027) (+1,109) (▲80) (▲244) (▲62) (+363) (+1,410)

（
増
減
内
訳
）

［前期高齢者納付金］ [＋9,447] [＋1,512] [＋544] [＋316] [＋1,185] [＋782] [＋673] [＋531] [＋74] [＋114] [▲199] [＋160]

［後期高齢者支援金］ [＋13,129] [＋1,926] [▲230] [＋396] [＋842] [＋1,064] [＋768] [＋375] [＋118] [＋298] [＋1,145] [＋1,529]

［老人保健拠出金］ [▲15,462] [▲1,505] [0] [0] [0] [0] [0] [0] [0] [0] [0] [0]

［退職者給付拠出金］ [▲6,577] [▲1,369] [▲221] [＋455] [＋273] [＋181] [▲331] [▲985] [▲436] [▲474] [▲582] [▲279]

［病床転換支援金］ [＋8] [＋4] [▲12] [0] [0] [0] [0] [0] [0] [0] [0] [0]

精 算 分 等 （億円）

1,106 295 ▲ 275 26 754 832 ▲ 309 ▲ 911 ▲ 1,161 136 ▲149 ▲409

(▲269) (▲811) (▲571) (+302) (+727) (+78) (▲1,141) (▲602) (▲250) (+1,297) (▲284) (▲260)

（ ）及び［ ］内は前年度対比の増減。 (※)R1年度の拠出金等は退職者給付拠出金のマイナス精算による還付分（▲104億円）を含んでいるが、2頁の決算見込みの表ではその他収入に含めているため、
その金額とは一致しない。

支出に占める割合 39.4% 38.6% 37.4% 38.1% 40.0% 40.8% 39.9% 38.0% 36.9% 36.8% 35.9％ 35.0％

（高齢者医療への被用者保険間負担割合） 加入者割 1/3総報酬割（注）22年度は8ヵ月分のみ（4ヵ月分は加入者割） 1/2総報酬割 2/3総報酬割 全面総報酬割

（退職者医療制度） 経過措置期間（新規適用あり） （新規適用なし）
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収 入

保険料収入 その他収入
計

一般分
債権回収
以外

債権回収

全 国 計 9,593,872 9,592,138 53,704 41,269 12,435 9,647,576

愛 知 633,001 632,885 3,485 2,750 735 636,485

支 出

医療給付費（国庫補助を除く）（調整後） 現金
給付費等
（国庫補助等
を除く）

前期高齢者
納付金等
（国庫補助
を除く）

業務経費
（国庫補助
を除く）

一般
管理費
（国庫負担
を除く）

その他
支出

平成29年度
の収支差の

精算

特別
計上分
（業務経費
の別掲）

計

医療給付費
年齢
調整額

所得
調整額

激変緩和

（A)－（B) 医療給付費
（A)

震災
特例分
（B)

平成29年度
の協会手当
分（B1）

波及増
(B2)

全国計 5,033,228 5,033,228 5,037,816 2,270 2,318 0 0 0 440,451 3,419,592 136,178 43,441 34,806 0 0 9,107,696

愛 知 329,399 296,329 296,329 0 0 12,164 19,936 970 29,347 227,843 9,073 2,894 2,319 226 0 601,101

（百万円）

収支差

計
全国平均分 地域差分

全国計 539,880 539,880 0

愛 知 35,385 35,971 ▲587

（注）
1. 年齢調整額、所得調整額、激変緩和のマイナスは調整額を受け取る支部、プラスは調整額を出

す支部。
2. 債権回収は、資格喪失後受診に係る返納金、業務上傷病による受診に係る返納金、診療報酬返

還金、損害賠償金に係る債権の回収額の実績を表す。
3. 医療給付費は、東日本大震災による窓口負担減免措置に伴う令和元年度の協会負担分に係る窓

口負担減免額を含む。
4. （B1）は、健康保険法施行規則第135条の2の2第2項第1号に基づき、東日本大震災に伴う平

成29年度における協会負担分の窓口負担減免額のうち、総報酬額の0.01％を超える部分とし
て、（A）から控除するものである。また、（B2）は、東日本大震災に伴う窓口負担減免措置
によって医療費が増加した分のうちの医療給付費分（波及増分）を表す。

5. 「平成29年度の収支差の精算」は、平成29年度の都道府県ごとの収支における収支差の精算
(健康保険法施行規則第135条の7に基づき行うもの)を表す。

6. 国の年金特別会計に係る分及び東日本大震災による窓口負担減免措置に伴う波及増分(Ｂ２)が
暫定値であるため、数値は今後変わりうる。

（百万円）

（百万円）

支部別収支 全国比較（令和元年度） （国庫補助を除く）
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単年度収支差と準備金残高等の推移 （協会会計と国の特別会計との合算ベース）
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協会けんぽの保険財政の傾向
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協会けんぽの後期高齢者支援金の推移
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協会けんぽの事業所数・被保険者数・被扶養者数の推移（指数）



75歳未満の者の制度別加入者数及び75歳未満人口の推移
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対前年同月比被保険者数の伸び率の推移
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協会のR1年度決算報告書（介護保険分を含む）の概要
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